コンジョイント実験の方法論的検討 by Song Jaehyun et al.
１．はじめに
本稿の目的は, 近年, 政治学において人びとの選好を推定する方法とし
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第 8 回 JESⅢ調査（ j波）は, 2005年の郵政選挙前に実施されたものだ
が, そこでは集団的自衛権への賛否などについて調査がなされている。具







は, 賛否が「 1：Ａに近い, 2：どちらかといえばＡ, 3：どちらかとい
えばＢ, 4：Ｂに近い」であり, 重要性は「 1：かなり重要である, 2：
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(３) 正式名称は「21世紀初頭の投票行動の全国的・時系列的調査研究」で
ある。JESⅢ調査の詳細は東京大学社会科学研究所 SSJデータアーカイブ











すれば, 仮に筆者らが売れるラーメンを, 値段, 麺の太さ, 麺の量, 具の
























































































































コンジョイント実験の設計をするために, Hainmueller らは Conjoint
Survey Design Tool (CSDT）というツールを開発している。実験案や回
答者に提示するプロファイルの画面などは, CSDTを用いて基本的には作
成する。なお, このツールは Strezhnev氏の HPから DLできる。
(11)
実験案









ては次の 2 点を指摘できる。第 1 は属性や水準の重要性について相対比
較を行える点である。第 2は過小評価バイアスを軽減できる点である。
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(10) 表 3 に示すようにこの点については筆者らも確認しているが, OLS
の推定結果は条件付きロジスティック回帰分析の結果と大きくは変わらな
い。
(11) HP の URL は http://scholar.harvard.edu/astrezhnev/conjoint-survey-
design-toolである（2016年 2 月24日アクセス)。
(12) 以下の URL にアクセスされたい。http://www.jaysong.net/studynote/








































1990年代以降急増している（Druckman et al. 2011)。コンジョイント実験




いたフレーム実験の場合（秦 2015), 一般的に 1 つの処置群には 1 つの
刺激のみが含まれる。もし刺激が 2 種類あり, さらに各刺激に 2 つのバ
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(14) Randomized Response Techniqueの概略については Fox (2015）を参
照のこと。またリスト実験およびその投票行動研究への応用例は善教
（2016）を参照のこと。
(15) 詳しい実施方法などは紙幅の都合上, 割愛する。Auspurg et al. (2015）
を参照されたい。
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はないだろうか。しかしこれはあくまで想定であり, 実際に 5 回や10回
という繰り返し回数を回答者が許容するかどうかは明らかではない。
第 3 の課題は選択肢の数, つまり測定尺度の妥当性である。コンジョ


































り, 設問数は最大で10問, うち 8 問がコンジョイント実験に関わる質問
である。残る 2 問のうち 1 問は年齢に関する質問であり, もう 1 問は政
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(16) 途中 Dropまで含めると2157人である。
均値は約39, 標準偏差は約9.2であり, サンプルの多くが30代から40代で
ある。実際に割合を見ても, それぞれ10代が0.8％, 2024歳が3.4％, 25
29歳が9.3％, 3034歳が17.9％, 3539歳が19.6％, 4044歳が21.7％, 45




れぞれ自民党が45.3（22.2, 1798), 民主党が32.8（21.4, 1797), 橋下徹が










自民党が46.63（27.0, 2372), 民主党が31.25（22.8, 2355), 橋下徹が42.6















は表 1 に整理する通りである。なお, 本稿の目的はあくまでコンジョイ
ント実験の方法論的検討にあるので, この実験案の内容についての説明は
省略する。





















所属政党 自民党 / 民主党 ＊この水準は固定であり無作為配分されない
議員定数 現状維持 / １割減 / ２割減
重視する利益 国よりも地元の利益 / 地元よりも国の利益





給付金開始年齢の引き上げ / 納付額の引き上げ / 給付額の引き下
げ
消費税 ８％ (現状維持) / ５％ (引き下げ) / 10％ (引き上げ)




現状維持 / 現状から１割削減/現状から２割削減 / 現状から３割
削減
自治体職員数

























か」という質問文で, 2 つの異なるプロファイルのうち, 棄権を含め,
どちらかのプロファイル（候補者）を選択する, というものである。
実験 2 は「続いて, 地域の問題の解決を試みる 2 人の候補者について,
どちらを支持するのか, 回答して頂きます」というリード文を示した後に,
















点を明らかにするために本稿では実験 1 について, 繰り返し回数が異な
る 3 つの群（ 2 回, 3 回, 4 回）を作成した。そして回答者をこの 3 群
論
説
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のうち 1 つに無作為に配分する。そして群間の推定結果の比較, および
回答時間の比較分析を行い, 複数回繰り返すことの問題を分析する。
選択肢の違いの効果を検証する方法としては, 実験 2 について, 2 項
選択型と 4 件順序型の 2 群を用意し, 回答者をこの 2 つのいずれかに無
作為に配分する。そして 2 項選択群と 4 件順序群の推定結果を比較する。
具体的には 4 件順序の値を 2 項選択に再割り当てし, その推定結果が 2
項選択群の推定結果に近似するかを確認する。
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(19) 棄権の選択人数（割合）はタスク 1では280名 (13.28％), タスク 2
「棄権する」を選択した回答者を除いた状態で, 政策選好をコンジョイン
ト実験によって推定した結果ということになる。
さて, この図 2 は, 回帰プロットやキャタピラプロットなどと呼ばれ
るものであり, OLSの結果を図示化したものである。黒丸は左側に示さ
れている水準の効果の推定値であり, 横に伸びる棒は推定値の95％信頼
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(20) もちろん以上は実験案に妥当性があることを前提とするものである。
できることもコンジョイント実験の大きな利点である。












表 3 は実験 1 データを用いた条件付ロジットによる推定結果と, OLS
による推定結果を比較したものである。両者の結果がほとんど変わらない
ことがわかるだろう。所属政党属性内の自民党を除く水準の係数の差分は










所属政党 自民党(0.236) 民主党(0.000) 0.236
議員定数 2割減(0.044) 現状維持(0.056) 0.100
重視する利益 国よりも地元(0.000) 地元よりも国(0.033) 0.033
消費税 5％(0.164) 10％(0.000) 0.164
福祉政策 出産・育児手当の拡充(0.085) 全般的な社会保障の縮小(0.000) 0.085
雇用政策 転職市場の活性化(0.065) 新卒採用枠の拡大(0.000) 0.065
計 0.683































自民党 0.811(0.000)*** 0.158 0.236(0.016)***
議員定数
２割減 0.191(0.000)*** 0.037 0.044(0.011)***
現状維持 0.250(0.000)*** 0.050 0.056(0.011)***
重視する利益
地元より国の利益 0.141(0.000)*** 0.028 0.033(0.010)***
雇用政策
転職市場の活性化 0.288(0.000)*** 0.055 0.065(0.011)***
退職年齢の引き上げ 0.123(0.012)* 0.024 0.029(0.012)*
福祉政策
出産・育児手当の拡充 0.378(0.000)*** 0.071 0.085(0.014)***
失業手当の拡充 0.134(0.018)* 0.026 0.029(0.013)*
高齢者医療費保証の拡充 0.171(0.003)** 0.033 0.040(0.014)**
年金対策
給付開始年齢の引き上げ 0.067(0.171) 0.013 0.016(0.012)
給付額の引き下げ 0.022(0.654) 0.004 0.007(0.011)
消費税
５％（引き下げ） 0.722(0.000)*** 0.132 0.164(0.012)***
８％（現状維持） 0.532(0.000)*** 0.100 0.122(0.011)***
観測数 11030 11030
注）* : ; ** : ; *** : 
4.2 分析① 必要となる観測数
コンジョイント実験は, 大量の観測数を推定の際に必要とする。ここで
いう観測数とは, 回答者数, 繰り返し回数, プロファイル数の積である。
すなわち観測数は回答者数×繰り返し回数×プロファイル数となるので,
たとえば1000人の回答者に 2項選択型の実験を 3回繰り返すと6000 (1000
×3×2）となる。6000という観測数は従来の意識調査から見れば十分大









案されている（ Johnson and Orme 2003)。ここで は回答者数, は繰
り返し回数, はプロファイル数であり, は最も多い水準を含む属性の
水準数である。仮に繰り返し回数が 4 , 最大水準数が 8 の 2 項選択実験
の場合, この指針に基づけば回答者は500人以上いれば十分ということに
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案を設定する。回答者に提示するプロファイル数は 2 としている。観測
数について検討する際, もっとも重要なのは最大水準数であるが, ここで







図 3 はシミュレーションの結果を整理したものである。図 3 の左上の







最大水準数が 8 の場合は, さらに多くの「回答者数×繰り返し回数」
が必要である。筆者らのシミュレーション結果によると, 最低出現回数を



















90(634) 法と政治 67巻 2号 (2016年 8月)
(22) 水準の数が 4となる実験案は多いが, 8 を超えることは少ないだろう。
いわば水準数 4 は「典型例｣, 水準数 8 は「最大値」として理解すればよ
い。
(23) シミュレーションのコードは宋の HPに公開している（URL: http://










果を推定できる。回答者が500人の場合は 5 回もしくは 6 回, 実験を繰り
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述べたように, 実験 1 では, 回答者は, 繰り返し回数が 2 回から 4 回ま
での群に無作為に割り当てられている。 2 回繰り返し群はグループ 1








よい。ただし一部の水準の推定値, とりわけ属性 1 の水準 1 , 属性 4 の
水準 3 は, 実験回数が増えるにしたがって効果の推定値が大きくなる傾
向にある。くわえて数は少ないが, 実験ごとに推定値の符号の向きが異な
るものもある。
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起因すると考えられる。先に述べたようにシミュレーションの結果から筆
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表 4 は, 実験 2 （二項選択型）の結果を整理したものであるが, この表
を見ながら, 繰り返し回数と「回答疲れ」の関係を確認する。
表 4 を見ると, たしかに後半になると脱落者が増える傾向を確認でき
る。しかし全体的にその割合は小さく 2％にも満たない。実験 2 の前に





るようになるのだろうか。表 5 は, タスクごとの平均回答時間を整理し
たものだが, たしかに後半のタスクになるほど, 平均回答時間が短くなっ
ている。ただし実験 1 と実験 2 の平均回答時間はほとんど変わらない。


















タスク 脱落(人) 累積脱落(人) 脱落率(％) 累積脱落率(％) 残り(人)
1 0 0 0.00 0.00 1041
2 3 3 0.29 0.29 1038
3 6 9 0.58 0.86 1032
4 7 16 0.68 1.53 1025
























タスク 実験１ 実験２(２項) 実験２(４件)
1 35.8 36.4 38.8
2 20.6 21.3 23.7
3 17.1 18.5 18.8
4 15.6 16.6 16.4
注）画面が表示されてから選択肢を最後にクリックするまでの秒数をカウントした









た方がよいのか, それとも曖昧な選択肢も含める 4 件順序型にすべきな
のか。筆者らが実施した実験 2 には,「Ａ/Ｂ」の 2 項選択型と 4 件順序
型の 2 つのパターンを用意した。どちらのパターンに回答者が配分され
るかは無作為であるため, 推定結果の差は選択肢の効果ということになる。
なお選択肢のコーディングについては, 2 項選択型は選択した方を 1 ,
































96(640) 法と政治 67巻 2号 (2016年 8月)
べることは難しい。この疑問にこたえるには Hainmueller et al. (2015)
のような, 推定結果の外的妥当性を検証するさらなる分析が必要であろう。

















医療や福祉 (Base : 市町村単位)
身近な行政区を設置し, そこでサービス供給 0.018(0.013) 0.006(0.013)
都道府県レベルでサービス供給 0.031(0.014)* 0.026(0.014)
図書館運営 (Base : 統廃合)
市区町村と都道府県の図書館を両方維持 0.021(0.011) 0.002(0.012)




教育政策 (Base : 市町村単位)
身近な行政区を設置し, そこで教育内容を決定 0.027(0.014)* 0.009(0.014)
都道府県レベルで教育内容を決定 0.025(0.014) 0.014(0.014)

















回答時間に注目する際, 問題となるのは satisficerと非 satisficerを識別
する「閾値」をどこに設定するかである。 3 秒や 5 秒, あるいは10秒と
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(26) 2 項選択と 4件順序の比較だけではなく, 6 件順序や 8件順序とも比
較する必要があるが, 本稿では検討できていない。今後の課題である。











える閾値は, 1 回目だと4.08秒, 2 回目だと2.79秒であり, 70％を超える










係数値 誤差 Cox-Snell  的中率
回答時間（タスク 1・大阪府) 1.110 0.059 0.158 78.8％
回答時間（タスク 2・大阪府) 1.141 0.062 0.153 78.3％
回答時間（タスク 1・大阪市) 1.007 0.061 0.149 78.8％
回答時間（タスク 2・大阪市) 1.128 0.063 0.166 78.8％
注）係数値はすべてで統計的に有意
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(27) 推定ミスを未然に防ぐため, 回答時間が極端に長い回答者（300秒以
上）は欠損とした。ただしその数は10名程度であり少ない。
と標準誤差を推定した結果を整理したものが図 5 である。各線は 1 つの
水準である。ここでは効果と標準誤差の変動に関心があるため, 各線が具
体的にどの水準を表すのかは省略する。横に伸びる複数の線があるため解





























































































ここでは, その方法の 1 つとして, 回答時間の制約を設ける方法につ
いて検討する。先に述べた通り, satisficerを識別する 1 つの目安は, 1
回目の実験では 6 秒程度, 2 回目以降では 4 秒であった。これを基準に
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べきか, satisficer対策はいかにすべきかという 4点について, シミュレー
ションや筆者らの実験結果に基づき検討した。
まずは第 1 の点である, 必要観測数の分析結果をまとめておこう。必
要観測数は水準の最大数によって変化することを念頭におきつつ, 以下で
はシミュレーションによる分析結果に基づき, 最大水準数を 4 とする場
合と 8 とする場合の 2 パターンについて述べる。提示するプロファイル





重要となるが, 最大水準数が 8 を超えることはそれほど多くないように








はない。プロファイル数が 2 の場合, 回答者数が1000人であれば 4 回繰
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回程度, 実験を繰り返す必要がある。その際, 10回も繰り返すことに問
題はないのかを検討しなければならない。筆者らは, (異なる実験の組み












の意思決定に近づけるなら 2 項選択型の方がよいように思われるが, 曖
昧な選択肢を設けるべきという意見もあるだろう。この点については, も

















しかし, 回答者全員が satisficerであれば, 当然, 推定結果は大きく歪
む。このような極論はさておくとしても, 多くの回答者に適切な回答をし
てもらうために, satisficer化を阻止する対策を講じることは必要だろう。
本稿ではその 1 つとして, 回答に制限時間を設けるという方法を提案し
た。その際, どの程度の制限時間とするかが問題となるが, 1 回目では
「 5秒｣, 2 回目以降は「 3 秒」を下限として設定すればよいだろう。こ
れは大阪府民を対象とする実験から得られた基準であるが, 本稿のデータ
にも適用可能であった点に鑑みれば, 一般化可能な基準の可能性がある。
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This study aims to examine the methodological subjects in a conjoint sur-
vey experiment. One of the most important topics in political science is to
clarify what preferences citizens have and how the relationship between
citizens’ preferences and political behavior. While several previous studies
have used the survey method as the most conventional method to estimate
preferences, it has some limitations and shortcomings. The conjoint survey
experiment, proposed by Hainmueller et al. (2014) as an alternative method,
is a sophisticated method to estimate preferences in citizens, because it is
able to reduce the social desirability bias and estimate preferences more
appropriately based on the framework of causal inference in statistics.
Therefore, recent studies have focused on the conjoint survey experiments.
Moreover, studies that estimate citizens’ preferences based on this experi-
mental method have been gradually increasing in political science.
However, Japanese political scientists have almost never used the conjoint
survey experiment; therefore, many methodological points are obscure. In
particular, the following four points should be given due consideration when
we conduct a conjoint survey experiment : 1) the necessary number of the
observations, 2) the relationship between the repetition of experiments and
dropouts from experiment, 3) the valid number of choices, and 4) the meas-
ures for satisficer. Through the analysis of these four points based on our
original survey data, this study proposes and suggests a useful guideline for
conducting the conjoint survey experiment.
